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合理化と効率化

【目的】
道理にかなう形で整合性を高め、物事を効率的に適正化すること。

合理化
業務やプロセスを合理的な方法で再
構築し、無駄や冗長性を排除すること。

効率化

【目的】
ムダを省いて生産性を高めること。

業務やプロセスを改善し、より効果
的、効率的な方法で取り組むこと。

業務の改善や最適化において密接に関連し、
相互に影響しあう重要な要素 1

合理化と効率化
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（注１） 上段の数字は燃料油内需量（千kL）、下段の数字は対前年比（％） （注２） 四捨五入等の関係により数値の合計が合わない場合がある。

実績 実績見込 見通し

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

ガソリン
44,774 44,493

▲ 0.6
43,116
▲ 3.1

42,127
▲ 2.3

41,068
▲ 2.5

40,156
▲ 2.2

39,065
▲ 2.7

灯油
12,249 11,643

▲ 4.9
12,206

+4.8
11,741
▲ 3.8

11,346
▲ 3.4

10,899
▲ 3.9

10,506
▲ 3.6

軽油
31,665 31,278

▲ 1.2
30,991
▲ 0.9

30,810
▲ 0.6

30,589
▲ 0.7

30,420
▲ 0.6

30,107
▲ 1.0

年率 全体 構成比
2023
/2028

2023
/2028

2023年度 2028年度

▲ 2.6 ▲ 12.2 31.2 29.7

▲ 2.0 ▲ 9.8 8.2 8.0

▲ 0.8 ▲ 3.7 21.9 22.9

出典：資源エネルギー庁 「2024年4月26日 2024～2028年度石油製品需要見通し」より抜粋

石油販売業界を取り巻く環境① （需給面）

2024～2028年度石油製品（SS取り扱い主要油種）需要見通し

ガソリン：年率2.6％減。2028年度には4000万KL割れを見込む。（ピークは
6100万KL）

灯油：年率2.0％減少が見込まれているが、2025年度～28年度の４年間では年率
3.7％弱の減少が見込まれている。
24年度のプラスは鉱工業生産の回復による増加見通し。

軽油：年率0.8％減少見込み。減少が見込まれるものの、３油種では最も堅調。

①燃料油需要の減少（背景にCN等）を見据え、他の収入の柱が必要。
（今後ＳＳが目指す５つの方向性を提唱）

②経営合理化の推進が必要。



将来人口推計（長野県：現状推移ケース）
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約５割減少

出典：長野県の少子化・人口減少の現状（2023年8月 第１回少子化・人口減少対策戦略検討会議 資料より抜粋）
2020年までは国勢調査（総務省）、2025年以降は企画振興部推計（しあわせ信州創造プラン3.0）

・現状傾向が続くと仮定した場合、15～64歳（生産年齢人口）、0～14歳（年少人口）は一貫して減少
・特に生産年齢人口の減少が大きく、2070年までに約５割減少する見込み

石油販売業界を取り巻く環境② （雇用面）

 現状の労働力不足が将来的に改善されない懸念がある中、業務プロセスの改善や自動化による
作業効率化は必須となる。



※車検・整備、鈑金工場の一体運営、新・中古車販売、レンタカー・カーシェアリング拠点の併設、宅配ボックスの設置、コンビニ、コインランドリー、クリーニン
グ、コーヒーショップなど異業種とのコラボレーション。

多種多様化する消費者ニーズを追求し、自動車関連に留まらない生活関連サービス・事業を消費者に提供していく。

【3】 多機能化（マルチファンクションSS）

【4】 協業化、経営統合、集約化、事業承継、公設民営ＳＳ
周辺業者との協業化。ＳＳの統廃合による経営資源の集中・最適化。周辺業者が経営統合しＳＳインフラの維持・強化を図る。
ＳＳ過疎地では市町村がＳＳを買い取り、運営は民間事業者等が担うことも。

石油製品に加え、電気（ＥＶ急速充電、電動二輪車等カートリッジバッテリー交換）・水素・バイオ燃料をマルチに取り扱うエネルギー供給
インフラを目指す。「e-fuel」をはじめとする合成液体燃料の早期導入を。

【1】 総合エネルギー拠点化

（注）バイオガソリン、ミドリムシ由来の次世代バイオジェット・ディーゼル燃料等。「e-fuel」はCO2フリー水素とCO2を合成してつくる液体燃料。

ターゲットを周辺住民（シニア層等）に絞り込み、地域に密着した店づくりを追求していく。
【2】 地域のコミュニティ・インフラ化

※灯油の配送、独居高齢者宅の見守り、除雪サービス、道の駅とのコラボ、郵便局、地域住民が集う場（ミニマーケット、集会所）の併設、福祉事業など。

※灯油の共同配送、複数ＳＳ運営事業者によるＳＳの集約化、ＳＳ過疎地における公設民営ＳＳ

地域社会のニーズに基づき、顧客データとデジタル技術を活用して、これまでのＳＳのサービスやビジネスモデルを変革する。タブレット給
油許可やスマホ給油システム、官公需業務のデジタル化など、既存事業のデジタル化を図っていく。

【1】から【4】の4つの方向性を加速させるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の活用・推進

【5】 事業・業種転換、廃業・撤退

ガソリンの需要減やＥＶの普及動向、人口減少などの社会構造の変化を見極め、事業・業種転換、廃業・撤退も選択肢の一つ。

Ｄ
Ｘ
の
積
極
的
な
活
用
・
推
進

※タブレットを用いた給油許可やスマートフォンを利用した給油システム、官公需カードシステムなど、デジタル化の推進で事業・業務等の効率化を促進。
4

SSが目指す５つの方向性
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事例①
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事例②
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事例③
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